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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第２四半期
連結累計期間

第92期
第２四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 138,116 141,504 282,061

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △3,132 2,623 △2,262

親会社株主に帰属する
四半期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失（△）

(百万円) △7,208 2,391 △22,488

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △16,306 2,512 △24,232

純資産額 (百万円) 57,113 51,673 49,159

総資産額 (百万円) 271,985 291,741 280,194

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期(当期)
純損失金額（△）

(円) △260.96 86.56 △814.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.2 15.8 15.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,073 1,564 10,048

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,465 △3,995 △10,371

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 348 12,117 △2,479

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,250 23,821 14,040

回次
第91期

第２四半期
連結会計期間

第92期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又
は１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) △183.80 40.06

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第91期及び第91期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、１株当たり四半期(当期)純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第

92期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

４．第90期より、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期(当期)純損失金額の算定に用いられた「普

通株式の期中平均株式数」の算出にあたり、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式数を控除する自己

株式数に含めております。

５．当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期(当期)純

損失金額を算定しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

（１）業績

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、米国の政策を巡る不安や地政学的リスクの高まりなどによる先行き

不透明感、中国経済の減速懸念などあるものの、先進国を中心に緩やかな回復傾向が続きました。一方、我が国

経済は、海外経済の不確実性が高まるなど懸念材料を抱えた状況が続いているものの、緩やかな回復基調で推移

しております。

このような環境下、当社グループは平成29年５月11日に発表しました通り、平成32年度を最終年度とした中期

経営計画をスタートいたしました。

以下経営目標を掲げ、この目標を達成するべく４つの柱からなる重点項目に取り組んでおります。

＜中期経営目標＞

売上高：3,200億円

　売上高経常利益率：５%

　株主資本比率：25%

＜重点項目＞

（１）収益性向上に向けたコスト構造改革

　（２）財務体質強化に向けた資産効率改善

　（３）企業価値創造に向けた事業ポートフォリオの最適化

　（４）持続的成長に向けた経営システム革新

その結果、売上高は自動車機器事業の増収等により141,504百万円（前年同期比2.5％増）となりました。営業

利益は、原材料の市況上昇等の影響はあったものの、前年度より取り組んできた抜本的構造改革によるコスト削

減効果等により、1,841百万円（前年同期は営業損失964百万円）となりました。経常利益は2,623百万円（前年同

期は経常損失3,132百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,391百万円（前年同期は親会社株主に帰属

する四半期純損失7,208百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりです。

Ａ. 自動車機器事業

　自動車機器事業においては、顧客の環境指向を的確に捉えた最先端の商品開発を進め、小型・軽量化、省動

力化を軸に価値ある製品を提供してまいりました。その結果、欧州・アジアにおける販売増や為替の影響等によ

り、売上高は前年同期に比べ増収となりました。

　利益については、欧州・アジアにおける販売増による増益効果に加え、抜本的構造改革によるコスト削減等

もあり、前年同期に比べ増益となりました。

　その結果、売上高は101,305百万円（前年同期比6.6％増）、営業利益は2,100百万円（前年同期比238.9％

増）となりました。
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Ｂ. 流通システム事業

　店舗システム事業においては、顧客の成長戦略および環境指向に対応した製品・システム・サービスのトー

タルな提案・提供を継続し、売上高は前年同期に比べ増収となりました。

　ベンディングシステム事業においては、積極的な環境製品の開発や新製品展開によるビジネス拡大を図りま

したが、国内自動販売機市場の縮小傾向等の影響を受け、売上高は前年同期に比べ減収となりました。

　利益については、抜本的構造改革によるコスト削減効果等により、前年同期に比べ増益となりました。

　その結果、売上高は35,411百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益は568百万円（前年同期は営業損失201百

万円）となりました。

（２）資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、主に現金及び預金、たな卸資産等の増加により、前連結会計

年度末に比べて11,547百万円増加し、291,741百万円となりました。

負債については、主に有利子負債等の増加があり、前連結会計年度末に比べて9,033百万円増加し、240,068百

万円となりました。

純資産については、親会社株主に帰属する四半期純利益等の増加により、前連結会計年度末に比べて2,513百万

円増加し、51,673百万円となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ9,780百万円増加し、

23,821百万円となりました。

営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益及び、売上債権の減少等による収入はありましたが、

未払金の減少等により、全体では1,564百万円（前年同期比5,508百万円の収入減）となりました。

投資活動により使用した資金は、有形固定資産の取得による支出4,812百万円（前年同期比2,639百万円減）等

により、3,995百万円（前年同期比4,469百万円の支出減）となりました。

財務活動により得られた資金は、長期借入金の返済による支出19,150百万円（前年同期比3,676百万円増）等が

ありましたが、長期借入金による収入21,944百万円（前年同期比5,400百万円増）等により、12,117百万円（前年

同期比11,769百万円の収入増）となりました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

　 《会社の支配に関する基本方針》

Ａ. 会社支配に関する基本方針の内容

当社は、株主・投資家の皆様、顧客、取引先、地域社会、従業員等の様々なステークホルダーとの相互関係に

基づき成り立っており、ステークホルダーとの相互関係が当社の企業価値の源泉の重要な構成要素となっており

ます。

従いまして、当社はステークホルダーとの信頼関係の構築・強化に努め、社会・環境・経済の全ての面におい

てバランスの取れた経営を行い、全てのステークホルダーに対する社会的責任を果たすと同時に、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益の確保・向上に努めてまいります。

当社は上場会社であるため、当社に対して投資していただいている株主の皆様には、当社のかかる考えにご賛

同いただいた上で、その意思により当社の経営を当社経営陣に委ねていただいているものと理解しております。

かかる理解のもと、当社は、当社の財務及び事業の決定を支配する者の在り方についても、最終的には、株主の

皆様のご判断によるべきであると考えております。従いまして、当社株式の大量の買付行為がなされた場合にそ

れに応じるべきか否かは、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきであると考えます。
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しかしながら、わが国資本市場における大規模な買付等の中には、株主及び投資家の皆様に対する必要十分な

情報開示や熟慮のための機会が与えられることなく、あるいは当社の取締役会が意見表明を行い、代替案を提案

するための情報や充分な時間が提供されずに、突如として株式の大量の買付行為が強行されるものも見受けられ

ます。

当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大規模な買付行為や買付提

案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると判断いたします。

Ｂ. 会社支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社は、多数の投資家の皆様に中・長期的に当社への投資を継続していただくために、当社の企業価値及び株

主共同の利益を確保・向上させるための取組みとして、次の施策を実施しています。

　企業価値向上への取組み

第91期有価証券報告書 第２．事業の状況 ３ ＜経営方針＞及び＜中期経営計画＞に記載の通りです。

Ｃ．不適切な支配の防止のための取組みの概要

当社は、平成29年６月22日開催の当社第91期定時株主総会において、上記会社支配に関する基本方針に照らし

て不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保・向上させるための取組みとして導入した、当社株式の大量取得行為に関する対応策(以下

「本プラン」といいます。)の継続について、株主の皆様にご承認いただいております。

(a) 本プランの目的

本プランは、当社株式に対する大規模な買付行為や買付提案が行われた際に、株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすような買収を防止すること、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある買収を防止するこ

と及び株主が当該提案を判断することが困難な場合に買収者に情報を提供させたり、あるいは、当社取締役会が

買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらしたりするため、必要な情報と検討時間及び交渉力を確保する

こと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として

おります。

(b) 本プランの概要

本プランは、当社が発行者である株券等につき株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取得、株券等所

有割合が20％以上となる公開買付け等を適用対象とし、これらに該当する買付等を行おうとする者が現れた場合

に買付者等に事前の情報提供を求めること、所定の発動事由に該当する買付等である場合には買付者等の有する

当社の議決権割合の希釈化を目的として新株予約権の無償割当てを実施する場合があることなど、本プランの目

的を実現するための必要な手続等を定めております。

本プランに従い、新株予約権の無償割当てが実施されないことが決定された場合には、当該決定時以降、買付

者等は当社株式の大量買付等を行うことができます。この場合、株主の皆様において買収提案に応じるか否かを

ご判断いただくことになります。

一方、買付者等が本プランに定められた手続に従うことなく当社株式等の大量買付を行う場合や、当該買付等

が本プランに定める発動の要件を充たし、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれがあることが合理的根拠に基づき明らかであると判断されるような例外的な場合には、当社は、買付者

等による権利行使は原則認められない等の行使条件及び当社が買付者等以外から当社株式と引換えに新株予約権

を取得できる等の取得条項が付された新株予約権を、その時点における当社を除く全ての株主に対して、新株予

約権無償割当ての方法で割り当てます。

本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買付者等以外の株

主の皆様に当社株式が交付された場合には、買付者等の有する当社の議決権割合は最大50％まで希釈化される可

能性があります。なお、当社は、非適格者から金銭を対価として本新株予約権を取得することは予定しておりま

せん。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施若しくは不実施又は取得等の判断については、当社

取締役会が最終的な判断を行いますが、当社取締役会の恣意性を排除し、その判断の客観性・合理性を担保する

ため、当社経営陣から独立した委員による独立委員会を設置し、その公正で中立的な立場からの判断を経るもの

としております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主意思確認のため株主総

会を招集し、新株予約権の無償割当て実施に関する株主の皆様の意思を確認することがあります。
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当社は、こうした手続の過程について、適宜株主の皆様に対して情報の公表又は開示を行い、その透明性を確

保することとしております。

(c) 有効期間

本プランの有効期間は、平成29年６月22日開催の当社第91期定時株主総会終結後３年以内に終結する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとしております。ただし、有効期間の満了前であっても、

当社株主総会又は当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に

従い廃止されるものとします。

なお、当第２四半期会計期間末日現在における独立委員会の委員は以下のとおりです。

尾﨑英外(当社社外取締役) 法木秀雄(当社社外取締役) 木村尚敬(当社社外取締役)

湯本一郎(当社社外監査役) 松木和道(当社社外監査役)

Ｄ．不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断の概要

当社取締役会は、本プランが、「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指

針」の要件を完全に充足していること及び経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表し

た「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっていること、株主共同の

利益の確保・向上の目的をもって導入されていること、株主総会での承認により発効しており、株主意思を重視

するものであること、独立性の高い社外者のみで構成される独立委員会の判断を重視し、独立委員会は必要に応

じて独立した第三者専門家の意見が取得できること、発動につき合理的な客観的要件を設定していること、デッ

ドハンド型買収防衛策及びスローハンド型買収防衛策ではないこと等の理由から、本プランが会社支配に関する

基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維

持を目的とするものではないと判断しております。

　

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、3,836百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 396,000,000

計 396,000,000

(注) 平成29年６月22日開催の第91期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で株式併合に伴う定款変更が行

われ、発行可能株式総数は、316,800,000株減少し、79,200,000株となっております。

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 140,331,565 28,066,313
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は1,000株であります。
(提出日現在 100株)

計 140,331,565 28,066,313 ― ―

(注) １．平成29年６月22日開催の第91期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式５株を１株

に併合いたしました。これにより、発行済株式総数は112,265,252株減少し、28,066,313株となっておりま

す。

２．平成29年６月22日開催の第91期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株か

ら100株に変更しております。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 140,331,565 ― 11,037 ― 4,453

(注) 平成29年６月22日開催の第91期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式５株を１株に併

合いたしました。これにより、発行済株式総数は112,265,252株減少し、28,066,313株となっております。
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（６）【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

サンデン取引先持株会 群馬県伊勢崎市寿町20番地 7,748 5.52

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,802 4.85

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 5,088 3.63

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 5,087 3.63

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG
FUNDS/UCITS ASSETS
(常任代理人香港上海銀行東京支店

カストディ業務部)

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG

4,500 3.21

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,995 2.85

大同生命保険株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 3,471 2.47

DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO
(常任代理人シティバンク、エヌ・

エイ東京支店)

PALISADES WEST 6300, BEE CAVE ROAD
BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

3,440 2.45

サンデン従業員持株会 群馬県伊勢崎市寿町20番地 2,996 2.13

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,303 1.64

計 ― 45,431 32.37

(注) １．上記大株主のうち、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口)及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５)の所有株式は全て信託業務に

係る株式であります。

２．平成28年７月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及

び三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社・三菱ＵＦＪ国際投信株式会社・三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式

会社が平成28年７月11日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社につき、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数が完全には確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,524,673 1.09

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 6,574,000 4.68

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 233,000 0.17

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
株式会社

142,472 0.10

合計 8,474,145 6.04

３．平成29年９月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びアセッ

トマネジメントＯｎｅ株式会社が平成29年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているも

のの、アセットマネジメントＯｎｅ株式会社につき、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質

所有株式数が完全には確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％）

株式会社みずほ銀行 5,088,114 3.63

アセットマネジメントＯｎｅ株式会社 5,725,000 4.08

合計 10,813,114 7.71
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４．平成28年５月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社及びNOMURA

INTERNATIONAL PLC・NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL, Inc.・野村アセットマネジメント株式会社が平成

28年５月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、野村アセットマネジメント株式

会社につき、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数が完全には確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％）

野村證券株式会社 162,000 0.12

NOMURA INTERNATIONAL PLC 411,896 0.29

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,
Inc.

194,000 0.14

野村アセットマネジメント株式会社 5,117,000 3.65

合計 5,884,896 4.19
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（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成29年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,544,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 138,148,000 138,148 ―

単元未満株式 普通株式 639,565 ―
単元株式数(1,000株)未満の

株式

発行済株式総数 140,331,565 ― ―

総株主の議決権 ― 138,148 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権の数２個)及び日本マ

スタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・75837口）が保有する当社株式713,000株(議決

権の数713個)が含まれております。

２．平成29年６月22日開催の第91期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で単元株式数の変更(1,000

株から100株に変更)及び株式併合(５株を１株に併合)を行っております。これにより提出日現在の発行済株

式総数は28,066,313株、単元株式数は100株となっております。

② 【自己株式等】

(平成29年９月30日現在)

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数 (株)

他人名義所有
株式数 (株)

所有株式数の
合計 (株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

(％)

(自己保有株式)

サンデンホールディングス
株式会社

群馬県伊勢崎市寿町
20番地

828,000 ― 828,000 0.59

(相互保有株式)

三和コーテックス株式会社
群馬県伊勢崎市波志
江町4138-１

200,000 ― 200,000 0.14

株式会社三和
群馬県伊勢崎市長沼
町224番地1

516,000 ― 516,000 0.37

計 ― 1,544,000 ― 1,544,000 1.10

(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・75837口）が保有する当社株式は、上記自己

保有株式には含まれておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,040 23,821

受取手形及び売掛金 79,964 ※1 76,632

商品及び製品 23,200 23,217

仕掛品 10,547 11,125

原材料 10,026 10,683

その他のたな卸資産 3,406 4,127

繰延税金資産 2,372 2,736

未収入金 4,840 5,530

未収消費税等 3,246 3,358

その他 6,241 8,111

貸倒引当金 △753 △818

流動資産合計 157,132 168,524

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 21,776 21,546

機械装置及び運搬具（純額） 23,788 25,325

工具、器具及び備品（純額） 5,238 4,960

土地 17,717 17,735

リース資産（純額） 7,166 6,875

建設仮勘定 5,562 6,226

有形固定資産合計 81,250 82,670

無形固定資産

のれん 142 108

リース資産 156 187

その他 4,122 3,898

無形固定資産合計 4,422 4,194

投資その他の資産

投資有価証券 31,867 30,700

退職給付に係る資産 90 91

繰延税金資産 2,621 2,768

その他 6,026 6,039

貸倒引当金 △3,216 △3,246

投資その他の資産合計 37,389 36,352

固定資産合計 123,062 123,217

資産合計 280,194 291,741
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 53,005 51,709

短期借入金 54,518 62,555

1年内償還予定の社債 - 250

1年内返済予定の長期借入金 29,789 20,207

未払金 14,714 9,209

リース債務 1,900 1,943

未払法人税等 993 732

賞与引当金 3,793 3,584

売上割戻引当金 1,083 1,315

製品保証引当金 4,736 3,851

繰延税金負債 7 26

その他 8,852 10,108

流動負債合計 173,396 165,493

固定負債

社債 - 3,450

長期借入金 44,181 57,770

リース債務 5,247 4,884

繰延税金負債 1,724 1,827

退職給付に係る負債 3,257 3,750

役員退職慰労引当金 112 -

環境費用引当金 360 329

株式報酬引当金 138 144

その他 2,616 2,417

固定負債合計 57,637 74,575

負債合計 231,034 240,068

純資産の部

株主資本

資本金 11,037 11,037

資本剰余金 3,747 3,747

利益剰余金 29,447 31,839

自己株式 △1,203 △1,158

株主資本合計 43,028 45,465

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,618 3,544

繰延ヘッジ損益 △16 △187

為替換算調整勘定 △2,048 △1,486

退職給付に係る調整累計額 △1,032 △1,379

その他の包括利益累計額合計 520 491

非支配株主持分 5,610 5,715

純資産合計 49,159 51,673

負債純資産合計 280,194 291,741
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 138,116 141,504

売上原価 114,593 116,180

売上総利益 23,522 25,324

販売費及び一般管理費 ※1 24,486 ※1 23,482

営業利益又は営業損失（△） △964 1,841

営業外収益

受取利息 31 27

受取配当金 99 94

為替差益 - 75

持分法による投資利益 1,666 1,691

その他 350 500

営業外収益合計 2,148 2,389

営業外費用

支払利息 1,134 1,252

為替差損 2,583 -

その他 597 354

営業外費用合計 4,315 1,606

経常利益又は経常損失（△） △3,132 2,623

特別利益

固定資産売却益 115 104

受取保険金 470 -

投資有価証券売却益 28 738

その他 18 10

特別利益合計 632 853

特別損失

固定資産処分損 146 51

市場対策費用 1,490 -

早期割増退職金 1,993 -

その他 369 42

特別損失合計 3,998 93

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△6,498 3,383

法人税等 378 757

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,876 2,625

非支配株主に帰属する四半期純利益 331 233

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△7,208 2,391
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,876 2,625

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 97 △74

繰延ヘッジ損益 114 △170

為替換算調整勘定 △6,303 1,286

退職給付に係る調整額 △36 △346

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,300 △806

その他の包括利益合計 △9,429 △112

四半期包括利益 △16,306 2,512

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △15,733 2,362

非支配株主に係る四半期包括利益 △572 149
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（３） 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△6,498 3,383

減価償却費 5,927 5,583

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,170 △217

貸倒引当金の増減額（△は減少） 276 72

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,615 △936

受取利息及び受取配当金 △130 △121

支払利息 1,134 1,252

持分法による投資損益（△は益） △1,666 △1,691

受取保険金 △470 -

早期割増退職金 1,993 -

売上債権の増減額（△は増加） 4,455 4,817

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,367 △248

未収入金の増減額（△は増加） 672 △612

未収消費税等の増減額（△は増加） 522 38

仕入債務の増減額（△は減少） △4,724 △1,622

未払金の増減額（△は減少） △2,006 △5,778

未払費用の増減額（△は減少） 1,684 △258

その他 4,233 770

小計 7,215 4,432

利息及び配当金の受取額 2,197 619

利息の支払額 △1,143 △1,294

保険金の受取額 340 -

確定拠出年金制度への移行に伴う拠出額 △1,287 -

法人税等の支払額 △249 △2,192

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,073 1,564

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,452 △4,812

有形固定資産の売却による収入 233 383

無形固定資産の取得による支出 △246 △97

投資有価証券の取得による支出 △10 △12

投資有価証券の売却による収入 62 570

関係会社出資金の払込による支出 △1,464 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による収入

166 -

その他 247 △26

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,465 △3,995
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,114 6,643

長期借入れによる収入 16,544 21,944

長期借入金の返済による支出 △15,474 △19,150

社債の発行による収入 - 3,700

リース債務の返済による支出 △743 △963

自己株式の取得による支出 △2 △2

自己株式の売却による収入 2 48

配当金の支払額 △2,085 -

非支配株主への配当金の支払額 △6 △106

その他 △0 6

財務活動によるキャッシュ・フロー 348 12,117

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,188 92

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,231 9,780

現金及び現金同等物の期首残高 17,482 14,040

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 15,250 ※1 23,821
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、「中間財務

諸表等における税効果会計に関する実務指針」第12項(法定実効税率を使用する方法)に

準じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

１．偶発債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して下記のとおりの債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

瀋陽三電汽車
空調有限公司

(11,865千人民元)
193百万円

(11,865千人民元)
201百万円

SANPAK
ENGINEERING
INDUSTRIES(PVT.)LTD.

(664,751千パキスタンルピー)
717百万円

(596,284千パキスタンルピー)
643百万円

計 911百万円 845百万円

(2）その他

当第２四半期連結会計期間(平成29年９月30日)

米国司法省との間で合意した司法取引に関連し、北米において損害賠償を求める民事訴訟（集団訴訟）が提起

されております。訴訟の結果によっては当社グループの業績に影響を与える可能性がありますが、現時点におい

てその金額を合理的に見積ることは困難であり、当社グループの経営成績及び財政状態に与える影響は明らかで

はありません。

　

２．四半期連結会計期間末日満期手形

※１

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形 ―百万円 72百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、下記のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給与 8,967百万円 8,360百万円

運賃 2,042 1,848

減価償却費 1,225 1,147

賞与引当金繰入額 1,362 1,625

製品保証引当金繰入額 634 817

退職給付費用 392 440

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 15,259百万円 23,821百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △9 ―

現金及び現金同等物 15,250 23,821

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日
定時株主総会

普通株式 2,092 15.0 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金

(注)「配当金の総額」には、この配当金の基準日である平成28年３月31日現在の「役員報酬ＢＩＰ信託」が

保有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

配当金支払額

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2017年11月10日 10時43分 23ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



21

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額(注２)自動車

機器事業
流通シス
テム事業

計

売上高

外部顧客への売上高 95,013 37,417 132,431 5,684 138,116 ― 138,116

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 95,013 37,417 132,431 5,684 138,116 ― 138,116

セグメント利益又は損失(△) 619 △201 418 △1,383 △964 ― △964

(注) １．「その他」の区分は、車両販売事業、住環境システム事業、電子事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額(注２)自動車

機器事業
流通シス
テム事業

計

売上高

外部顧客への売上高 101,305 35,411 136,717 4,787 141,504 ― 141,504

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 101,305 35,411 136,717 4,787 141,504 ― 141,504

セグメント利益又は損失(△) 2,100 568 2,668 △827 1,841 ― 1,841

(注) １．「その他」の区分は、車両販売事業、住環境システム事業、電子事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

△260円96銭 86円56銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
(百万円)

　△7,208 2,391

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
(百万円)

△7,208 2,391

普通株式の期中平均株式数(株) 27,622,097 27,629,408

(注) １．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「役員報酬ＢＩＰ信託」として保有する当社株式を「１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（前第２

四半期連結累計期間165,356株、当第２四半期連結累計期間155,634株）

３．平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額を算定

しております。
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(重要な後発事象)

当社は、平成29年５月19日開催の取締役会において、平成29年６月22日開催の第91期定時株主総会に、単元株式

数の変更及び株式併合について付議することを決議し、同株主総会において承認され、平成29年10月１日付でその

効力が発生しております。

１．株式併合の目的

全国の証券取引所では、売買単位を100株に統一するための取組みを推進しております。それを踏まえ、当社

普通株式の売買単位である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、証券取引所が望ましい

としている投資単位の金額水準（５万円以上50万円未満）とすることを目的として、株式併合を実施しておりま

す。

２．株式併合の割合及び時期

平成29年10月１日付をもって平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主の所有株式数を５株に付き１株の

割合で併合する。

３．株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年９月30日現在） 140,331,565株

株式併合により減少する株式数 112,265,252株

株式併合後の発行済株式総数 28,066,313株

４．１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が与える影響は、（１株当たり情報）に反映されております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年11月10日

サンデンホールディングス株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐 々 木 雅 広 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鹿 島 高 弘 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンデンホール

ディングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年

７月１日から平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンデンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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